
○　提出書類

提出
要否

チェック 根拠法令

1 必須
法附則第16条、施行令附則第６
条
県要綱第10条第1項

2 必須
法附則第16条第2項
県要綱第9条第1項第1号

3 必須
法附則第16条第2項
県要綱第9条第1項第1号

4 必須
省令附則第10条第2項第2号
県要綱第9条第1項第2号

5 必須
省令附則第10条第2項第3号
県要綱第9条第1項第3号

6 なし
省令附則第10条第2項第4号
県要綱第9条第1項第4号

７－①
変更が
あれば

法附則第15条第1項第1号

７－② 必須
法附則第15条第1項第2号
省令附則第11条第1項・第2項第
4号

７－③ 必須 省令附則第11条第2項第1号

７－④ 必須 省令附則第11条第2項第2号

７－⑤ 必須 省令附則第11条第2項第3号

７－⑥
変更が
あれば

省令附則第11条第2項第5号・第
6号

７－⑦ 必須 県要綱第9条第1項第6号

8 必須

法附則第19条第1項・第2項
省令附則第14条第1項第1号～第
6号

9
変更が
あれば

国要綱別添１の1

10 必須 国要綱別添1の2(1)

11
変更が
あれば

国要綱別添1の2(4)

12
変更が
あれば

国要綱別添1の2(5)

13
変更が
あれば

国要綱別添1の2(5)

14 必須 国要綱別添1の3

15 任意

16 任意

17 任意

住民票の写し
※設置者が個人の場合

登録研修機関更新申請　チェックリスト

種　　　　　　　　　類

登録研修機関更新申請書（第１5号様式）

定款または寄附行為
※設置者が法人の場合

登記事項証明書
※設置者が法人の場合

研修実施計画書

社会福祉士及び介護福祉士法附則第14条の規定に該当しない旨の誓
約書（第１3号様式の２）

登録研修機関登録適合書類（第１3号様式の３）

カリキュラム表

講師履歴書（講師毎）
※医師、看護師等資格所有者の場合は、その免許証の写しを添付。
　指導者講習等の修了証写しを添付。

講師一覧表

備品及び図書目録の一覧表

事業直近年度の収支予算書及び次年度の財政計画

研修の課程ごとに作成する修了者名簿様式、報告書様式

実地研修の一部を委託する場合は、当該研修機関に関する資料

業務規程
（必須項目）
研修の受付方法・実施場所・実施時期・実施体制その他の実施方法
に関する事項、安全管理体制、料金(受講料）、業務上知り得た秘密
の保持、帳簿及び書類の保存に関する事項、開催目的、研修事業の
名称、実施する研修課程、研修講師氏名一覧、実地研修実地先一覧
（施設等であって事前登録が可能な場合に限る）、研修修了の認定
方法、受講資格
（その他掲載項目）
使用する研修テキスト、補講の取扱い、遅刻・欠席等の取扱い、受
講中の事故等についての対応、賠償保険加入の有無、受講の取り消
し、解約条件及び返金の有無、研修責任者氏名・所属・役職、研修
受講に関する苦情対応・連絡先　など

「喀痰吸引等研修実施委員会」に関する資料

返信用封筒（切手貼付、住所・宛名記載）

※法：社会福祉士及び介護福祉士法
　省令：社会福祉士及び介護福祉士法施行規則の一部を改正する省令
　国要綱：平成24年3月30日社援発0330第43号厚生労働省社会・援護局長通知
　県要綱：沖縄県喀痰吸引等業務登録申請等実施要綱

筆記試験事務規程

医師の指示書様式

実地研修実施機関承諾書様式

損害賠償保険に関する資料

法人の概要がわかる資料（パンフレット等）

本書（登録研修機関更新申請チェックリスト）


